
3月議会へ　我がまちの新年度予算について
　国会で審議中の国の新年度予算案は、菅政権が手がけた初めての予算案であり、民主党政権になって最初から編成した予算案でもある。その意味で政権一年の集大成であり、国民から見れば政権評価の総括表になります。
　歳出総額は過去最高の92兆4千億円に膨れ上がり、税収は約41兆円にとどまり、新規国債発行額は約44兆円に達し、2年連続で国債発行が税収を上回る異常事態。現在、通常国会で様々に論議され、経済・財政面で危機感の乏しい政府の無責任な姿をさらけだしています。厳しい就職事情など、日本の経済再生への道筋が見えない中で、バラバラな内閣、迷走する政権与党が日本の将来を更に不安にしています。
　菅政権の内憂外患は、遂には衆院議員１６人が菅総理の退陣を求めて民主党会派の離脱届を提出するという前代未聞の行動に出るなど、新年度予算の執行を裏付ける予算関連法案の否決が現実味を増してきて、予算案は崖っぷちに立っています。
　こうした政局がらみで、展望が開けないままの国政を尻目に、地方の各自治体でも新年度予算案が提示され、予算議会に突入していきます。
　地方自治体は、長引く不況で厳しい歳入環境となる見込みの中で、個人市民税は減少が続く一方で、緩やかな景気回復を裏づける様に法人市民税の増加が期待でき、財政調整基金の取り崩しや市債の活用でやりくりし、住民福祉を何としても守ろうと四苦八苦です。
　こうした中で、国の予算が我がまちにどのような影響を与え、我がまちの予算案がどのような政策的意図をもって組み立てられたか以下伺う。
（1）平成23年度税制改正大綱では法人実効税率の「5％（40.69％から35.64％）引き下げ」が決まっています。その中身は国▲4.18％、地方の法人住民税は▲0.87％であり、法人税割額は法人税額に12.3％を乗じたものであり、法人税の34％が交付税の原資になることから、我がまちの財政への影響について伺う。
　次に、子ども手当は新年度、3歳未満児は7000円増額され月額20,000円となる。これにより、我がまちの子ども手当は前年度比約30％増額され、総額9,240百万円（豊橋市の場合）となります。
国の子ども手当予算案は総額２兆９３５６億円。このうち国費で２兆２０７７億円を負担し、地方負担５５４９億円、事業主負担１７３１億円。地方負担分は全体の１９％に上り、１万３０００円のうち約２５００円分に相当。都道府県と市町村で約１２５０円ずつ負担する計算となります。この地方負担分については様々な論議があり、神奈川県や松阪市、浦安市などでは地方負担分の予算を計上しないという動きあります
（2）本市の予算案に計上されている、子ども手当の財源構成について伺います。また民主党マニフェストにしたがって全額国費で賄うべきであり、地方負担分は計上しないという動きについては、どのように整理され、予算計上されたのか伺う。
（３）また、平成22年度税制改正で年少扶養控除（所得税38万円、住民税で33万円）の廃止が決まっており、所得税では今年の1月から、住民税については来年6月からなくなる。また同時期に特定扶養控除（16歳から18歳対象に所得税で25万円、住民税で12万円）の上乗せも廃止されることになっています。これら税制改正の本市財政への影響について伺う。
（4）歳出については、事業の選択と重点化に取り組みながら無駄の削減と経常経費の徹底した見直しを行うなど、なお一層の行政改革の取組みは時代の要請であります。平成17年3月に国が示した「集中改革プラン」も6年目に入り、我がまちの行政改革への取り組みについて伺う。
また「そこで生み出された経済的効果は減税として住民に戻すべきである」。あるいは「減税で歳入を抑制して、その範囲の中で改革に取り組むべきだ」という考え方が大阪や、愛知、名古屋で注目されていますが、これらの動きについて市長の考え方を伺う。
（5）平成23年度地方財政計画によれば、民主党政権の目玉の一つであった「一括交付金」については「地域自主戦略交付金」が創設され、平成23年度は第一段階として都道府県を対象に、投資補助金の一括交付金化を実施、市町村分は平成24年度から実施とされる。また、特別交付税制度の見直しも行われ、平成23年度は交付税総額の特別交付税の割合を6％から5％に引き下げ、交付税総額の1％（1,737億円）を普通交付税に移行する措置が取られた。平成24年度は5％が4％に引き下げられる。これらの我がまちの財政運営への影響について伺う。
また、地方交付税総額は前年度比＋0.5兆円の17.4兆円となり、過去最高。また地方財政の健全化のために臨時財政対策債を大幅縮減（▲1.5兆円）しています。その財源不足は税収を上回る国債発行によりなされて、国と地方を合わせた長期債務残高は891兆円になる見通しで、GDP比204％と先進国で最悪の水準です。このように公約に固執し、財政規律なし、つじつまあわせの財政運営についての市長の認識を伺う。
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